
 

 

割合は、26.0％で、各職種の

割合は、一般職が 46.5％と最

も 高 く 、 次 い で 総 合 職

33.8％、限定総合職 11.9％と

なっています。 

 女性管理職がいる企業割

合は、課長相当職以上の女性

管理職（役員を含む。以下同

じ。）がいる企業割合は

56.3％（前年比 2.2％増）、係

長相当職以上の女性管理職

がいる企業割合は 63.2％（同

2.6％増）です。また、係長相

当職以上の女性管理職がい

る企業割合を役職別にみる

と、部長相当職ありの企業は

10.7％（0.1％増）、課長相当

職は 19.0％（同 1.3％増）、係

長相当職は 21.7％（同 6.8％

増）で、役員を除くすべての

役職において、2009 年度以

降最も高い割合となってい

ます。 

企業規模でみると、おおむ

ね規模が大きくなるほど、各

役職の女性を有する割合が

高くなり、5,000 人以上規模

では、部長相当職の女性管理

職を有する企業が 74.4％、課

長相当職の女性管理職を有

する企業が 93.8％、1,000～

4,999 人規模では、部長相当

職の女性管理職を有する企

業が 40.2％、課長相当職の女

性管理職を有する企業が

76.0％と、女性が活躍する環

境が整ってきていることが

うかがえます。 

 また、課長相当職以上の管

理職に占める女性の割合は

11.8％（前年比 0.3％増）で、

係長相当職以上の女性管理

職割合は13.5％（同0.7％増）

で、それぞれの役職に占める

女性の割合は、部長相当職で

は 6.7％（同 6.6％）、係長相

当職では 16.7％（同 15.2％）

と、いずれも前回調査から上

昇しています。 

 

◆今後の課題 

 女性の就業率が上がり、管

理職に占める割合も上昇し

てきているとはいえ、出産や

育児で休職や短時間労働が

必要になる女性は多く、彼女

らが昇進する際、不利になり

やすい現状は依然としてあ

ります。また、男性の育児休

業取得率も一向に上がらな

い理由として、「職場に理解

がない」を挙げる男性は多い

です。 

今後、男女問わず、家庭へ

の協力、就業率（労働力）の

向上を目指すには、政府の施

策だけでなく、職場での意識

改革が重要になってくるの

ではないでしょうか。 

 

 

９月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

 

30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職

の翌月末日＞［公共職業

安定所］ 

企業で 59.3％、３億円超の企

業でも 50％となっています。 

回答内容を製造業・非製造

業別にみると、外国人従業員

の雇用予定については、いず

れも同様の傾向にあり、７割

前後の企業が採用予定なし

と回答しています。一方、採

用に前向きな企業は、「日本

語での意思疎通が問題なく

行え（日本語能力試験２級）、

日本人同様の業務を行える

人材」を希望する層が多く、

非製造業ではより高度な日

本語能力を希望しています。 

 

◆外国人雇用の課題 

外国人従業員の雇用にあ

たっての課題としては、「言

語・文化・風習・宗教などの

問題」を挙げる企業が製造

業・非製造業とも多く、次い

で、製造業では「指導を担当

できる人材がいない」、非製

造業では「そもそも外国人を

採用してまでの業務がない」

を挙げる企業が多くなって

います。 

 

もちろん、地域や業種の特

徴により差異はあるとは思

われます。しかし、通説的に、

オリンピック終了後は、開催

国の景気が冷え込むという

ことがいわれており、経済情

勢も世界的に不透明になり

つつありますので、採用に関

する判断は慎重に行いたい

ものです。 

 

 

女性就業者の活躍と今後

の課題 

 

◆就業者数における女性の

割合は年々増加 

2019 年６月に総務省が発

表した労働力調査によると、

日本における就業者数は

6,747 万人となり、前年同月

に比べ 60 万人増加しまし

た。これは、78 カ月連続の増

加となります。 

そのうち、女性の就業者数

は 3,003 万人と、初めて

3,000 万人を突破しました。

前年同月に比べ 53 万人増

え、就業者全体の伸びの９割

近くを女性が占めています。 

また、女性就労者は、全体

の44.5％を占め、毎年増加を

続けています。 

 

◆役職・企業規模別の女性の

就業状況 

 2018 年度の雇用均等基本

調査（厚労省）によると、正

社員・正職員に占める女性の

外国人従業員の採用予

定、「なし」が大勢！？～

大阪商工会議所調査 

 

◆浸透には時間がかかるか 

大阪商工会議所が実施し

た調査では、70.3％の企業

で、外国人従業員を「現在雇

用しておらず、今後も採用予

定はない」とのことです。 

また、「今後、外国人従業

員の採用予定がある」（「現

在雇用しており、今後も採用

を続ける予定」「現在は雇用

していないが、今後採用する

予定」の合計）との回答が

24.7％、「現在雇用している」

という企業でも、28.6％が

「今後採用の予定はない」と

回答している状況をみると、

政府が盛んにすすめる外国

人雇用ですが、まだまだ浸透

には時間がかかりそうです。 

 

◆製造業・非製造業での差異 

本調査の対象は、大阪商工

会議所会員の中堅～小規模

企業（2,865 社、回答 231 社）

です。 

「採用予定なし」（現在も、

今後も）とした回答の内訳を

見てみると、資本金 5,000 万

円以下の企業で 70％を超え、

5,000 万円超～３億円以下の
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